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（派遣労働法 9条 2号、10条 4項）。それゆえ、使用者（例えば派遣会社）が低
い賃金しか支払わないのならば、求職者はそうした違法な賃金での就労を「期








に最初の 6カ月間はその適用を除外している（MiLoG22条 4項 1文）。


























1 項 3 号）




われてきた。社会法典 2編10条 1項 3号の内容は、連邦社会扶助法（Bundesso-


























者は、子が 3歳になるまで親時間を使用者に請求する権利があり（15条 2項 1







為」を要請され（本章 2節参照）、「期待可能な」労働をする義務（31条 1項 2
号）に違反するのかが問われるからである。
　まず、働く保護受給者が親時間を取得すること自体が、期待可能な労働をす



























て、 2編10条 1項 3号によれば、保護受給者がその子の養育を危うくするなら
ば、労働は期待不可能であり、ひとり親の 3歳未満の子の養育に際して実施主














めることはできない。それは、保護受給者に対する社会法典 2編10条 1項 3号
だけではなく、 3歳未満の子を養育する責任を負う労働者の親時間の請求権の












（31条 1項 1文 2号）であるにもかかわらず継続を拒否する行為だけが義務違
反であるとし、前掲連邦社会裁判所2010年12月15日判決（39）を確認し、子の養育
が危うくされない場合に初めて就労義務が生じるとした上で、客観的基準をも































































5 　義務違反と制裁的効果（31条 1 項、31a 条、31b 条）
（ 1）「期待可能な」労働の「拒否」（31条 1 項 1 文 2 号）
　能力の活用義務（社会法典 2編 2条 2項 2文）に関連し、31条は、期待可能
な労働、職業教育、そして、労働契約を締結しない「就労」（非雇用型就労
（ 2編16d条）のいわゆる 1ユーロジョブ）の受け入れ又は継続を拒否する場
合を義務違反とし（31条 1項 1文 2号）、自らの行為態度の重大な理由を主張
し、立証する場合には準用されないと定める（ 2文）。どのような行為態度が
受給権者の義務違反になるのだろうか。 1つに、期待可能な労働の受け入れ又
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